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(57)【要約】
【課題】気密構造のエンコーダ本体内に配置された吸湿
剤の吸湿量を取得し、エンコーダ本体内における結露や
液体浸入に起因する不具合発生を予防することが可能な
回転エンコーダを提供する。
【解決手段】本発明の回転エンコーダは、少なくとも一
つの吸湿剤２１を有する気密構造の回転エンコーダ１０
であって、各吸湿剤２１の吸湿量を取得する電気回路１
７を備えている。さらに、吸湿剤２１は、フランジ１６
とカバー部材２３とによって形成される密閉空間に配置
されている。この密閉空間に電気回路１７や、回転スリ
ット板１５、発光素子１９および受光素子２０が配置さ
れている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　気密構造の回転エンコーダ（１０）であって、
　前記回転エンコーダ（１０）内に配置された少なくとも一つの吸湿剤（２１）と、
　該吸湿剤（２１）の吸湿量を取得する電気回路（１７）と、
を備える、回転エンコーダ。
【請求項２】
　電動機に当接されるべきフランジ（１６）をさらに備え、
　前記フランジ（１６）の前記電動機に対向させる部分に少なくとも一つの追加の吸湿剤
（３６）が配置されており、該追加の吸湿剤（３６）の吸湿量が前記電気回路（１７）に
よって取得されるようになっている、請求項１に記載の回転エンコーダ。
【請求項３】
　電動機に当接されるべきフランジ（１６）と、前記フランジ（１６）に取付けられてい
て前記回転エンコーダ（１０）内に密閉空間を形成するカバー部材（２３）と、をさらに
備え、
　前記少なくとも一つの吸湿剤（２１、３７、３８）は前記密閉空間において前記カバー
部材（２３）と接触するように配置されている、請求項１に記載の回転エンコーダ。
【請求項４】
　前記電気回路（１７）は、
　各前記吸湿剤（２１、３６～３８）の電気抵抗値を測定する測定部（２７）と、
　測定された電気抵抗値に基づいて各前記吸湿剤（２１、３６～３８）の吸湿量を算出す
る吸湿量算出部（２８）と、
を有する、請求項１から３のいずれか一項に記載の回転エンコーダ。
【請求項５】
　前記電気回路（１７）は、
　各前記吸湿剤（２１、３６～３８）の静電容量を測定する測定部（２７）と、
　測定された静電容量に基づいて各前記吸湿剤（２１、３６～３８）の吸湿量を算出する
吸湿量算出部（２８）と、
を有する、請求項１から３のいずれか一項に記載の回転エンコーダ。
【請求項６】
　前記電気回路（１７）は、
　前記吸湿量算出部（２８）により算出された吸湿量が所定の閾値を超えているか否かを
判定する比較判定部（２９）と、前記算出された吸湿量が前記所定の閾値を超えた場合に
は各前記吸湿剤（２１、３６～３８）が液体を吸収しきれなくなる旨を報知するための信
号を出力する出力部（３０）と、をさらに有する、請求項４または請求項５に記載の回転
エンコーダ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、気密構造の回転エンコーダに関し、特に、気密構造のエンコーダ本体内に構
成部品とともに吸湿剤を設置してなる回転エンコーダに関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、気密構造の機器においては、機器内の空気と機器外の空気との間の温度差や、
機器内への水分の浸入などにより、機器内に結露が発生することがある。このため、従前
より、機器内に浸入した水分を吸収することや、機器内における結露の発生を予防するこ
とを目的として吸湿剤を機器内に設置することが知られている（例えば特許文献１および
特許文献２参照）。
【０００３】
　特に、特許文献２に示されている回転エンコーダにおいては、カバー部材によりエンコ
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ーダ本体内部が密閉されているものの、回転スリット板の回転軸部とこれを支持する軸受
部との隙間からエンコーダ本体内部に液体が浸入する。そのため、吸湿剤の設置は液体の
浸入に対して有効である。
【０００４】
　また、結露の発生を検出するため、湿度センサや結露センサを別途用意することもある
。特許文献３は湿度を検出する湿度センサを開示し、特許文献４は結露を検出する結露セ
ンサを開示している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００５－３３８７６４号公報
【特許文献２】特開２００５－１４８０３５号公報
【特許文献３】特開平１１－２６１６号公報
【特許文献４】特開平０５－４０１０４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　ところで、例えばＮＣ工作機械の電動機（サーボモータ）に回転エンコーダを取付けた
場合、電動機の熱によってエンコーダ本体内の温度および湿度は著しく変化したり、隙間
に侵食しやすい液体、例えば切削液にエンコーダ本体が晒されたりする。このため、急激
な温度変化または湿度変化や、エンコーダ本体内への切削液の浸入が発生した場合には、
上述した従来技術のように吸湿剤を気密構造のエンコーダ本体内に配置したとしても、吸
湿剤が液体を吸収しきれないことがある。その場合、吸湿剤の吸湿能力を上回る量の液体
によってエンコーダに不具合が発生するおそれがある。
【０００７】
　そこで本発明は、上述した従来技術の実情に鑑み、気密構造のエンコーダ本体内に配置
された吸湿剤の吸湿量を取得し、エンコーダ本体内における結露や液体浸入に起因する不
具合発生を予防することが可能なエンコーダを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の第一態様によれば、気密構造の回転エンコーダであって、該回転エンコーダ内
に配置された少なくとも一つの吸湿剤と、該吸湿剤の吸湿量を取得する電気回路とを備え
る、回転エンコーダが提供される。この第一態様により上述の課題が解決される。しかし
、本発明は、第一態様に限られず、以下の第二態様ないし第六態様のいずれかの回転エン
コーダを提供することもできる。
【０００９】
　本発明の第二態様によれば、第一態様の回転エンコーダであって、電動機に当接される
べきフランジをさらに備え、
　フランジの電動機に対向させる部分に少なくとも一つの追加の吸湿剤が配置されており
、該追加の吸湿剤の吸湿量が前記電気回路によって取得されるようになっている、回転エ
ンコーダが提供される。
【００１０】
　本発明の第三態様によれば、第一態様の回転エンコーダであって、電動機に当接される
べきフランジと、フランジに取付けられていて回転エンコーダ内に密閉空間を形成するカ
バー部材と、をさらに備え、
　少なくとも一つの吸湿剤が密閉空間においてカバー部材と接触するように配置されてい
る、回転エンコーダが提供される。
【００１１】
　本発明の第四態様によれば、第一態様から第三態様のいずれかの回転エンコーダであっ
て、電気回路は、各吸湿剤の電気抵抗値を測定する測定部と、測定された電気抵抗値に基
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づいて各吸湿剤の吸湿量を算出する吸湿量算出部と、を有する、回転エンコーダが提供さ
れる。
【００１２】
　本発明の第五態様によれば、第一態様から第三態様のいずれかの回転エンコーダであっ
て、電気回路は、各吸湿剤の静電容量を測定する測定部と、測定された静電容量に基づい
て各吸湿剤の吸湿量を算出する吸湿量算出部と、を有する、回転エンコーダが提供される
。
【００１３】
　本発明の第六態様によれば、第四態様または第五態様の回転エンコーダであって、
　電気回路は、吸湿量算出部により算出された吸湿量が所定の閾値を超えているか否かを
判定する比較判定部と、その算出された吸湿量が所定の閾値を超えた場合には吸湿剤が液
体を吸収しきれなくなる旨を報知するための信号を出力する出力部と、をさらに有する、
回転エンコーダが提供される。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明の第一態様によれば、気密構造の回転エンコーダ内に配置された吸湿剤の吸湿量
を取得する電気回路を回転エンコーダが具備している。この事により、取得した吸湿量か
ら、吸湿剤が吸湿能力の限界に近い液量を吸収しているか否かを判定できるようになる。
したがって、回転エンコーダ内において結露や液体浸入などによる液量が吸湿剤の吸湿能
力を上回る前に、警報や警告を外部に発して、液体による回転エンコーダの不具合発生を
未然に防止することが可能となる。
【００１５】
　さらに、本発明の第一態様によれば、回転エンコーダ自体に備わる電気回路によって吸
湿剤の吸湿量を取得できるので、別途の湿度センサなどを設ける必要が無くなる。それに
より、回転エンコーダの小型化およびコスト削減を図ることもできる。
【００１６】
　また、本発明の第二態様によれば、電動機に当接されるべきフランジを備える回転エン
コーダにおいて、フランジの電動機に対向させる部分に追加の吸湿剤が配置されていて、
該追加の吸湿剤の吸湿量も取得するようになっている。電動機には例えばコイルの含浸材
や磁石の接着剤として樹脂が多く使われており、それらの樹脂に含まれる水分が電動機の
発熱によって蒸発し、水蒸気となる。第二態様によれば、そのような電動機からの水蒸気
を吸湿剤によって吸収して回転エンコーダ内への水分浸入の可能性を低減することができ
る。また、吸湿剤の吸湿能力を上回る水分が電動機から発生したことも迅速に検知するこ
とができる。さらに、そのような水分が回転エンコーダ内に浸入する前に警告や警報を外
部に発することも可能となる。
【００１７】
　本発明の第三態様によれば、吸湿剤をカバー部材と接触するようにカバー部材内の密閉
空間に配置することにより、密閉空間における結露の発生をその初期段階において検知す
ることができる。つまり、外気と直接触れるカバー部材が、回転エンコーダ内において結
露が最初に発生する可能性が高い部位であるため、そのカバー部材に吸湿剤を配置すると
、回転エンコーダ内における結露の発生を迅速に検知することができる。
【００１８】
　本発明の第四態様によれば、吸湿剤において電気抵抗値と吸湿量との間に相関関係があ
るので、吸湿剤の電気抵抗値を測定することにより、吸湿剤の吸湿量を容易に取得するこ
とができる。
【００１９】
　本発明の第五態様によれば、吸湿剤において静電容量と吸湿量との間に相関関係がある
ので、吸湿剤の静電容量を測定することにより、吸湿剤の吸湿量を容易に取得することが
できる。
【００２０】
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　本発明の第六態様によれば、取得した吸湿量から、吸湿剤が吸湿能力の限界に近い液量
を吸収しているか否かを判定し、その判定結果に基づき、吸湿剤が液体を吸収しきれなく
なる旨を報知するための信号を出力させることが可能となる。
【００２１】
　添付図面に示される本発明の典型的な実施形態の詳細な説明から、本発明のこれらの目
的、特徴および利点ならびに他の目的、特徴および利点がさらに明確になるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】第一実施形態の回転エンコーダを模式的に示す縦断面図である。
【図２】図１に示された電気回路の構成を示すブロック図である。
【図３】吸湿剤の電気抵抗値を測定する回路例を示す図である。
【図４】吸湿量と電気抵抗値との関係を示すグラフである。
【図５Ａ】吸湿剤の静電容量を測定する回路例を示す図である。
【図５Ｂ】図５Ａに示される回路例における充放電時の電圧の時間変化を示すグラフであ
る。
【図６】吸湿量と静電容量との関係を示すグラフである。
【図７】第二実施形態の回転エンコーダを模式的に示す縦断面図である。
【図８】第三実施形態の回転エンコーダを模式的に示す縦断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　次に、本発明の実施形態について図面を参照して説明する。以下の図面において、同様
の部材には同様の参照符号が付けられている。理解を容易にするために、これらの図面は
縮尺を適宜変更している。なお、図面に示される形態は本発明を実施するための一つの例
であり、本発明は図示された形態に限定されるものではない。
【００２４】
　（第一実施形態）
　図１は第一実施形態の回転エンコーダを模式的に示す縦断面図である。
　図１を参照すると、本実施形態の回転エンコーダ１０は、軸受部１１と、軸受部１１を
嵌合する穴１２ａが形成されたベース部材１２とを備える。軸受部１１には回転軸部１３
が挿通されている。回転軸部１３の一端には、不図示の電動機の駆動軸と連結する継手１
４が設けられている。一方、回転軸部１３の他端には回転スリット板１５が結合されてい
る。回転スリット板１５上には、不図示の透過部と非透過部とからなる複数のスリットが
円周方向に形成されている。回転スリット板１５はコード板とも呼ばれる。
【００２５】
　さらに、ベース部材１２にはフランジ１６が設けられている。回転スリット板１５を挟
んでベース部材１２とは反対側には、電子部品を搭載したプリント配線板からなる電気回
路１７が配置されている。電気回路１７とベース部材１２との間隔を確保するため、電気
回路１７のプリント配線板は、フランジ１６に設けられた支持部１８に支持および固定さ
れている。そして、発光素子１９が、電気回路１７における、回転スリット板１５のスリ
ットと対向する位置に設置されている。さらに、受光素子２０が、ベース部材１２におけ
る、回転スリット板１５のスリットと対向する位置に設置されている。
【００２６】
　電気回路１７のプリント配線板には、液体を吸収する少なくとも一つの吸湿剤２１を保
持した保持部材２２が着脱自在に取付けられている。そして、フランジ１６にはカバー部
材２３が着脱自在に取付けられている。カバー部材２３は、上述の回転スリット板１５、
電気回路１７、支持部１８、発光素子１９、受光素子２０、吸湿剤２１、および保持部材
２２を全て覆うように形成されている。カバー部材２３とフランジ１６とによって形成さ
れる密閉空間の気密性を維持するため、カバー部材２３とフランジ１６との間の接合面に
はＯリングなどのシール部材２４が配置されている。それにより、回転エンコーダ１０は
気密構造となっている。また、カバー部材２３には、電気回路１７に対して信号の入出力
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を行う電気コネクタ２５が設けられている。
【００２７】
　なお、図１においては、電気回路１７はカバー部材２３内の密閉空間に配置されている
が、カバー部材２３自体に埋込まれていてもよいし、カバー部材２３の外側面に着脱自在
に配置されていてもよい。
【００２８】
　さらに、電気回路１７は吸湿剤２１の吸湿量を取得する機能を有する。一つの吸湿剤２
１に対して一つの電気回路１７が設けられてもよいし、吸湿量の取得の確実性を高めるた
めに一つの吸湿剤２１に対して二つ以上の電気回路１７が設けられてもよい。さらに言え
ば、吸湿剤２１の吸湿量を取得するため、上述の電気回路１７は、吸湿剤２１の電気抵抗
値、静電容量または電流値などの電気特性を測定する手段と、それら電気特性の数値から
吸湿剤２１の吸湿量を算出する手段とを有している。また、吸湿量の算出において吸湿剤
２１の吸湿量と電気特性との相関関数が温度に応じて変わる場合にはカバー部材２３の内
面や電気回路１７のプリント配線板上に温度を測定する温度計をさらに有することが好ま
しい。そして、吸湿剤２１に電圧を印加できるように吸湿剤２１の両端にそれぞれ電極（
図示しない）が配置されている。
【００２９】
　吸湿剤２１に使用される吸湿性高分子としては、ポリアクリルアミド、ポリビニルアル
コール、ポリエチレンオキサイド、メチルセルロース、エチルセルロースなどのセルロー
ス誘導体高分子や、ナイロン（登録商標）のようなポリアミド樹脂、ポリビニルピロリド
ン、吸湿性クリレート、イソブチレンと無水マレイン酸との縮合ポリマー、吸湿性メタク
リレートなどの高分子や、ポリアクリル酸ソーダやポリアクリル酸ナトリウムなどの吸湿
性高分子電解質が考えられる。これらの変性物や複合物、混合物でもよいし、そのような
高分子の中に電解質や導電性粒子として炭素繊維や金属粒子を加えてもよい。
【００３０】
　また、吸湿剤２１の吸湿量を取得する機能として、絶対的な数値（例えば、測定される
吸湿剤２１の電気抵抗値、静電容量など）から絶対的な吸湿量を算出するのみならず、温
度変化や、当該数値の相対的な経時変化などに基づいて総合的に吸湿量を算出する機能を
有していることが好ましい。さらに、そのような算出を一定時間ごとに実施して算出値（
吸湿量）の変化から、結露の発生および液体の浸入を検知する機能や、結露や液体浸入な
どによる回転エンコーダ１０の不具合発生を予測する機能を有することが好ましい。
【００３１】
　また、電気回路は、算出された吸湿量の変化に基づき、吸湿剤２１が未吸湿状態から液
体を吸収できなくなるまでの吸湿剤２１の寿命を予測する機能を有することが好ましい。
さらに、結露や液体の浸入などによって回転エンコーダ１０に不具合が発生する前に、電
気回路は、そのような予測に基づき、電動機の停止を報知する警報（アラーム）や、事前
の保守を催促する警告（ウォーニング）などに対応する信号を出力する機能を有していて
もよい。
【００３２】
　さらに、上述したような各機能を有する電気回路を詳述する。
　図２は、図１に示された電気回路１７の構成を示すブロック図である。
　図２に示された電気回路１７は、吸湿剤２１の電気特性を一定時間ごとに測定する電気
特性測定部２７と、電気特性測定部２７により測定された電気特性に基づいて吸湿量を算
出する吸湿量算出部２８と、吸湿量算出部２８により算出された吸湿量と所定の閾値とを
比較して、吸湿剤２１の吸湿量が所定の閾値を超えているか否かを判定する比較判定部２
９と、吸湿量が所定の閾値を超えた場合には吸湿剤２１が液体を吸収しきれなくなる旨を
報知する警告や警報用の信号を出力する出力部３０と、を備える。
【００３３】
　このような電気回路１７によれば、上記の閾値を吸湿剤２１の吸湿能力に応じて設定し
ておくことにより、吸湿剤２１が吸湿能力の限界に近い液量を吸収している状態を検知す
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ることができる。そのため、結露や液体の浸入などによる液量が吸湿剤２１の吸湿能力を
上回る前に、警報や警告を回転エンコーダ１０外に発することができる。よって、液体に
よる回転エンコーダ１０の不具合発生が未然に防止される。
　また、回転エンコーダ１０自体に備わる電気回路１７によって吸湿剤２１の吸湿量を取
得できるため、別途の湿度センサなどを設ける必要が無い。それにより、回転エンコーダ
１０の小型化およびコスト削減を図ることができる。
【００３４】
　さらに、電気回路１７は、図２に示されるように、吸湿量算出部２８により算出された
吸湿量を逐次記憶する記憶部３１を備えていることが好ましい。このような記憶部３１を
備えた場合、比較判定部２９は、吸湿量算出部２８により吸湿量を算出する度に、算出さ
れた吸湿量と、直前に記憶部３１内に記憶された吸湿量とを比較することができる。そし
て、吸湿量の変化が急激に増加している場合には、比較判定部２９は、結露や液体の浸入
などによる液量が吸湿剤２１の吸湿能力を上回る可能性があると判断して、出力部３０に
より警報や警告用の信号を回転エンコーダ１０外に出力させることが好ましい。
【００３５】
　また、算出された吸湿量を逐次記憶する記憶部３１を備えているため、逐次記憶された
複数の吸湿量と吸湿剤２１の電気特性を測定し始めてからの経時時間とに基づいて、吸湿
量の時間変化率を求めることができる。そして、吸湿剤２１の最大吸水量をあらかじめ取
得し、この最大吸水量を吸湿量の時間変化率により除算すると、吸湿剤２１の未吸湿状態
から吸収不能になるまでのおよその時間が分かる。このような時間を吸湿量算出部２８に
おいて計算することにより、比較判定部２９は、吸湿剤２１が吸水不能になる前に出力部
３０により警報や警告用の信号を回転エンコーダ１０外に出力させることができる。つま
り、回転エンコーダ１０の使用開始から不具合発生に至るまでの時間を予測して、不具合
発生に至る前に保守を促すことができる。
【００３６】
　次に、上述の電気特性測定部２７に好適な回路例を挙げる。
　吸湿剤２１の吸湿量を算出するために、電気特性測定部２７は、吸湿剤２１の電気的特
性、例えば電気抵抗値、静電容量または電流値などを測定する必要がある。
【００３７】
　図３は吸湿剤２１の電気抵抗値を測定する回路例を示す図である。
　図３に示されるように、電源３２の電圧をＶｃｃ、吸湿剤２１の電気抵抗値をＲｘ、固
定抵抗３３をＲ１として規定する。そして、電源３２、吸湿剤２１および固定抵抗３３を
直列接続し、さらに、固定抵抗３３に掛かる電圧Ｖ１を測定する電圧測定回路３４を固定
抵抗３３に並列接続する。
【００３８】
　このような回路構成において、下記の式（１）を用い、固定抵抗３２に掛かる電圧Ｖ１
から回路全体に流れる電流ｉを測定する。
　　　　　ｉ＝Ｖ１／Ｒ１　　　　　　・・・（１）
　そして、下記の式（２）に示されるように、電流ｉ、電圧Ｖ１、および電源電圧Ｖｃｃ
から、吸湿剤２１の電気抵抗値Ｒｘを測定することができる。
　　　　　Ｒｘ＝（Ｖｃｃ－Ｖ１）／ｉ　　　　　・・・（２）
【００３９】
　さらに、図４は吸湿量と電気抵抗値との関係を示すグラフである。なお、図４において
曲線Ａは気温２５℃の場合を示し、曲線Ｂは気温６０℃の場合を示している。
　図４から分かるように、吸湿剤２１の吸湿量が大きくなるほど、水分によって電離した
イオンの量が大きくなるため、吸湿剤２１の電気抵抗値が小さくなる。また、気温が高く
なるほど、空気中の水分の絶対量が多くなるため、同じ吸湿量であっても気温が高いほど
、電気抵抗値は小さくなる。このように吸湿剤２１の電気抵抗値と吸湿剤２１の吸湿量と
の間に相関があるとともに、吸湿量と電気抵抗値との相関を示す曲線は気温に応じて上下
にシフトする。よって、図３に示されるような回路によって吸湿剤２１の電気抵抗値を測
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定し、さらに吸湿剤２１の周辺温度を測定すれば、図４に示されるような吸湿量と電気抵
抗値との相関に基づいて吸湿剤２１の吸湿量を取得することができる。この場合、例えば
実験やシミュレーションなどから、温度を補正係数として含む吸湿量と電気抵抗値との相
関関数を求めておき、そのような相関関数を図２に示された吸湿量算出部２８に記憶して
おくことが好ましい。
【００４０】
　また、図５Ａは吸湿剤２１の静電容量を測定する回路例を示す図である。
　図５Ａに示されるように、電源３２の電圧をＶｃｃ、吸湿剤２１の静電容量をＣｘ、固
定抵抗３３をＲ１として規定する。そして、電源３２および吸湿剤２１を直列接続し、さ
らに、吸湿剤２１に掛かる電圧Ｖ１を測定する電圧測定回路３４を吸湿剤２１に並列接続
することにより、吸湿剤２１を充電する充電回路を構成する。また、電圧測定回路３４が
並列接続された吸湿剤２１と固定抵抗３３とを三端子レギュレータ３５を介して直列接続
することにより、吸湿剤２１に充電された電流を放電する放電回路を構成する。
【００４１】
　図５Ｂは図５Ａに示される回路例における電圧の時間変化を示すグラフである。図５Ａ
に示される回路構成において、まず、接点Ｐ１と接点Ｐ２とを接続して吸湿剤２１を充電
する。これにより、図５Ｂに示されるように吸湿剤２１の電圧は電圧Ｖｃｃまで上昇し、
それ以降も維持される。次に、接点Ｐ１と接点Ｐ３とを接続して、吸湿剤２１に充電され
た電流を放電する。その後、下記の式（３）を用い、固定抵抗３２に掛かる電圧Ｖ１から
放電回路に流れる電流ｉを測定する。
　　　　　ｉ＝Ｖ１／Ｒ１　　　　　　・・・（３）
【００４２】
　そして、図５Ｂに示されるように電圧Ｖ１から電圧Ｖ２まで定電流ｉにより放電したと
きに放電時間が（Ｔ２－Ｔ１）である場合には、下記の式（４）から、吸湿剤２１の静電
容量Ｃｘを測定することができる。
　　　　　Ｃｘ＝ｉ×（Ｔ２－Ｔ１）／（Ｖ１－Ｖ２）　　　　・・・（４）
【００４３】
　さらに、図６は吸湿量と静電容量との関係を示すグラフである。なお、図６において曲
線Ｃは気温２５℃の場合を示し、曲線Ｄは気温６０℃の場合を示している。
　図６から分かるように、吸湿剤２１の吸湿量が大きくなるほど、誘電率が大きくなり、
吸湿剤２１の静電容量も大きくなる。また、気温が高くなるほど、空気中の水分の絶対量
が多くなるため、同じ吸湿量であっても気温が高いほど、静電容量は小さくなる。このよ
うに吸湿剤２１の静電容量と吸湿剤２１の吸湿量との間に相関があるとともに、吸湿量と
静電容量との相関を示す直線は気温に応じて上下にシフトする。よって、図５Ａに示され
るような充放電回路によって吸湿剤２１の静電容量を測定し、さらに吸湿剤２１の周辺温
度を測定すれば、図６に示されるような吸湿量と静電容量の相関に基づいて吸湿剤２１の
吸湿量を取得することができる。この場合、例えば実験やシミュレーションなどから、温
度を補正係数として含む吸湿量と静電容量との相関関数を求めておき、そのような相関関
数を図２に示された吸湿量算出部２８に記憶しておくことが好ましい。
【００４４】
　以上に説明したような回転エンコーダによれば、次のような効果が得られる。
　図１に示されているような回転エンコーダ１０においては、フランジ１６上に配置され
た回転スリット板１５や発光素子１９などの構成部品がカバー部材２３によって密閉され
ている。そのため、急激な温度変化または湿度変化によりカバー部材２３内の密閉空間に
結露が発生したり、回転エンコーダ１０の構造上の隙間、すなわち軸受部１１と回転軸部
１３との隙間からカバー部材２３内の密閉空間に液体が浸入したりすることがある。この
ような結露や液体浸入は回転エンコーダ１０の不具合の原因となるため、カバー部材２３
内の密閉空間には吸湿剤２１が配置されている。しかし、吸湿剤２１の吸湿能力を上回る
結露や液体浸入が発生した場合には回転エンコーダ１０の不具合発生を防ぎきれない。そ
こで、本願発明においては、上述したように吸湿剤２１の吸湿量を取得する機能を備える
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ことにより、結露の発生や液体の浸入を検知するとともに、結露や液体浸入による液量を
吸湿剤２１が吸収しきれなくなる可能性があることを予測して、液体による回転エンコー
ダ１０の不具合発生を予防できるようにしている。そして、吸湿量が吸湿剤２１の吸湿能
力を上回る前に警告や警報を発して保守を促すことにより、保守時間を短縮して電動機の
稼働率を向上させることができる。
【００４５】
　なお、液体による回転エンコーダ１０の不具合としては、次のような状況が挙げられる
。駆動電圧が印加されている電子部品や発光素子などに水滴が付着すると、電極間が容易
に短絡して電子部品や発光素子が致命的な損傷を受ける。また、電子部品や発光素子など
に駆動電圧が印加されていない場合であっても、結露や水分浸入により回転エンコーダ１
０内の構成部品に水滴が付着していると、部品に汚れや腐食が発生して部品の信頼性が大
幅に低下する。
【００４６】
　（第二実施形態）
　次に、第二実施形態について説明する。但し、以下では、上述した第一実施形態と同じ
構成要素については同一の符号を使用して説明を割愛する。よって、上述した第一実施形
態の構成要素に対して異なる点のみを以下に述べる。
【００４７】
　図７は第二実施形態の回転エンコーダを模式的に示す縦断面図である。
　上述の第一実施形態においては、カバー部材２３内の密閉空間に吸湿剤２１を配置する
とともに、吸湿剤２１の吸湿量を取得する電気回路１７を設置している。しかし本発明に
おいては、吸湿剤２１の設置場所は、図１に示されるようなカバー部材２３内の保持部材
２２上に限られない。そこで、第二実施形態においては、図７に示されるように、フラン
ジ１６の、カバー部材２３が取付けられた側とは反対側にも吸湿剤３６を配置し、この吸
湿剤３６の吸湿量を電気回路１７により取得できるようにしている。その他の構成は第一
実施形態と同じである。
【００４８】
　本願において、回転エンコーダ１０を電動機（サーボモータ）に取付ける場合、回転ス
リット板１５の回転軸部１３と不図示の電動機の駆動軸とが継手１４により相互接続され
るとともに、フランジ１６の周縁部が不図示の電動機本体に当接される。回転エンコーダ
１０が取付けられた電動機にはコイルの含浸材や磁石の接着剤として樹脂が多く使われて
おり、それらの樹脂に含まれる水分が電動機の発熱によって蒸発し、水蒸気となる。した
がって、電動機と対向する回転エンコーダ１０のベース部材１２やフランジ１６は水蒸気
に晒される。さらに、ベース部材１２の軸受部１１と回転スリット板１５の回転軸部１３
との間に隙間が在るため、この隙間は、水蒸気がカバー部材２３内の密閉空間に浸入する
経路となる。
【００４９】
　そのため、第二実施形態においては、図７に示されるようにフランジ１６の、水蒸気を
発する電動機に対向する部分に追加の吸湿剤３６を配置している。具体的には、フランジ
１６の、カバー部材２３が取付けられた側とは反対側に凹部１６ａが形成されている。凹
部１６ａは、フランジ１６の周縁部が不図示の電動機本体に当接されたときに密閉される
部位であり、凹部１６ａ内に吸湿剤３６が配置されている。このような電動機に対向する
部分に吸湿剤３６を配置すると、電動機からの水蒸気が、ベース部材１２の軸受部１１と
回転スリット板１５の回転軸部１３との隙間からカバー部材２３内の密閉空間に浸入する
可能性を低減することができる。なお、吸湿剤３６の個数は一つに限定されず、また吸湿
剤３６の材料は上述の第一実施形態の吸湿剤２１と同じ材料であることが好ましい。
【００５０】
　さらに、第二実施形態においても、電気回路１７は吸湿剤３６の吸湿量を取得する機能
を有していることが好ましい。吸湿剤３６の吸湿量を取得するための構成例は上述の第一
実施形態と同じである。このように吸湿剤３６の吸湿量を取得する機能を有することによ
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り、吸湿剤３６の吸湿能力を上回る水分が電動機から発生したことを迅速に検知すること
ができる。さらに、そのような水分がカバー部材２３内の密閉空間に浸入する前に警告や
警報用の信号を回転エンコーダ１０外に出力することも可能となる。
【００５１】
　したがって、第二実施形態によれば、液体による回転エンコーダ１０の不具合発生を第
一実施形態よりも低減させることができる。
【００５２】
　（第三実施形態）
　次に、第三実施形態について説明する。但し、以下では、上述した第一実施形態および
第二実施形態と同じ構成要素については同一の符号を使用して説明を割愛する。よって、
上述した第一実施形態および第二実施形態の構成要素に対して異なる点のみを以下に述べ
る。
【００５３】
　図８は第三実施形態の回転エンコーダを模式的に示す縦断面図である。
　上述の第一実施形態においては、カバー部材２３内の密閉空間に吸湿剤２１を配置する
とともに、吸湿剤２１の吸湿量を取得する電気回路１７を設置している。特に第一実施形
態においては、図１に示されるように吸湿剤２１は保持部材２２以外の部品とは接してい
ない。しかし、フランジ１６とカバー部材２３とによって形成される密閉空間において、
外気と直接触れるカバー部材２３が他の部材と比べて最も温度が低く、結露が最初に発生
する可能性が高い。
【００５４】
　そこで、第三実施形態においては、図８に示されるように、カバー部材２３内の密閉空
間に吸湿剤３７を配置するとともに、カバー部材２３に当接するように吸湿剤３７を保持
する保持部材３９を配置している。このように吸湿剤３７を配置することにより、カバー
部材２３に発生した結露を吸湿剤３７に迅速に吸収することができる。
【００５５】
　さらに、図８に示されるように、カバー部材２３とは接しない吸湿剤３８およびこれを
保持する保持部材４０がカバー部材２３内の密閉空間に配置されていてもよい。さらに、
吸湿剤３７、３８の各々の個数は一つに限定されず、また各吸湿剤３７、３８の材料は上
述の第一実施形態の吸湿剤２１と同じ材料であることが好ましい。
【００５６】
　また第三実施形態においても、電気回路１７は各吸湿剤３７、３８の吸湿量を取得する
機能を有していることが好ましい。各吸湿剤３７、３８の吸湿量を取得するための構成例
は上述の第一実施形態と同じである。このように吸湿剤３７、３８の吸湿量を取得する機
能を有することにより、上述の第一実施形態と同様、各吸湿剤３７、３８の吸湿量がそれ
ぞれの吸湿能力を上回ることを予防できる。さらに、各吸湿剤３７、３８の吸湿量がそれ
ぞれの吸湿能力を上回る前に、液体による回転エンコーダ１０の不具合発生が生じる可能
性がある旨の警告や警報用の信号を回転エンコーダ１０外に出力させることも可能となる
。
【００５７】
　特に、第三実施形態によれば、吸湿剤３７をカバー部材２３と接触するように配置する
とともに、その吸湿剤３７の吸湿量を取得する機能を有することにより、カバー部材２３
内の密閉空間における結露の発生をその初期段階において検知することができる。つまり
、第三実施形態によれば、回転エンコーダ１０内における結露の発生を第一実施形態より
も迅速に認識することができる。
【００５８】
　なお、上述の第一実施形態から第三実施形態の回転エンコーダ１０は光学式回転エンコ
ーダであるが、本発明は光学式回転エンコーダに限定されるものではない。本発明は、例
えば磁気式または電気誘導式の回転エンコーダに適用されてもよい。また、本発明の回転
エンコーダはＮＣ工作機械やロボットに備わるサーボモータのフィードバック装置として
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適用されることが好ましい。さらに、本発明の回転エンコーダはサーボモータと一体化し
て使用されてもよいし、サーボモータとは分離して使用されてもよい。
【００５９】
　また、以上では典型的な実施形態を示したが、本発明は上述の実施形態に限定されず、
本発明の思想を逸脱しない範囲で上述の実施形態を様々な形、構造や材料などに変更可能
である。
【符号の説明】
【００６０】
　１０　　回転エンコーダ
　１１　　軸受部
　１２　　ベース部材
　１２ａ　　穴
　１３　　回転軸部
　１４　　継手
　１５　　回転スリット板
　１６　　フランジ
　１６ａ　　凹部
　１７　　電気回路
　１８　　支持部
　１９　　発光素子
　２０　　受光素子
　２１、３６～３８　　吸湿剤
　２２、３９、４０　　保持部材
　２３　　カバー部材
　２４　　シール部材
　２５　　電気コネクタ
　２７　　電気特性測定部
　２８　　吸湿量算出部
　２９　　比較判定部
　３０　　出力部
　３１　　記憶部
　３２　　電源
　３３　　固定抵抗
　３４　　電圧測定回路
　３５　　三端子レギュレータ
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